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事業番号 - - -

（ ）

独立行政法人酒類総合研究所は、醸造技術の研究機関として、酒類に関する科学的知見を豊富に蓄積している。また、国税庁の技術的基盤として、酒税の適正かつ公平な賦課の
実現に資するとともに、中小企業が多くを占める酒類業界において酒類業の健全な発達にも貢献している。
第５期中期目標期間（令和３年度～令和７年度）では、日本産酒類の競争力強化等や酒類製造の技術基盤の強化等につながる研究開発をさらに拡充していく必要があるとともに、
引き続き、国税庁の技術的基盤としての役割を果たしていく。

令和6年度要求

-

-

-

1,197

　

　

　

(目) 独立行政法人酒類総合研究所運営費交付金

その他

歳出予算項・目

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
100%

主な増減理由（・要望額・予備費）

100%

令和6年度要求

事業概要URL https://www.mof.go.jp/about_mof/mof_budget/review/2023/2023zaimu220011shiryo.pdf

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

1,197

100%

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 100%

令和5年度当初予算

独立行政法人酒類総合研究所運営費

関係する
計画、通知等

・独立行政法人酒類総合研究所中期目標・中期計画
・クールジャパン戦略（令和元年９月３日知的財産戦略本部決定）
・知的財産推進計画2023（令和５年６月９日知的財産戦略本部決定）
・経済財政運営と改革の基本方針2023（令和５年６月16日閣議決定）
・総合的なTPP等関連政策大綱（令和２年12月８日TPP等総合対策本部決定）

-

2023 財務 22 0011

財務省

政策 ※国税庁においては、中央省庁等改革基本法に基づき「実績評価」を実施しており、政策評価欄に記載すべき、「行政機関が行う
政策の評価に関する法律」における「政策評価」は実施していないため、記載すべき事項がありません。

事業の目的
（5行程度以内）

酒類に関する高度な分析及び鑑定を行い、並びに酒類及び酒類業に関する研究、調査及び情報提供等を行うことにより、酒税の適正かつ公平な賦課の実現に資するとともに、酒類
業の健全な発達を図り、あわせて酒類に対する国民の認識を高めることを目的とする独立行政法人酒類総合研究所の業務の財源に充てる。

酒税課・鑑定企画官
酒税課長　　鑑定企画官
三浦　 隆　　岩田　知子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

独立行政法人通則法第46条
独立行政法人酒類総合研究所法第３条、第12条

事業名 独立行政法人酒類総合研究所運営費交付金 担当部局庁 国税庁 作成責任者

事業開始年度 担当課室

施策 -

政策体系・評価書URL

主要経費 科学技術振興費

令和5年度行政事業レビューシート

-

平成13年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

- -

補正予算（B) - - -

221

221

令和5年度第1次補正予算

1,197

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 965 1,043 1,011 969 1,197

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

独立行政法人酒類総合研究所は、第５期中期目標期間（令和３年度～令和７年度）においては、日本産酒類の競争力強化等、酒類製造の技術基盤の強化、酒類の品質及び安全
性の確保、酒類業界の人材確保、酒類の適正課税及び適正表示の確保等のため、質の高い研究等を実施し、成果の普及を図る。また、前段の取組の一環として、国税庁からの依
頼があった分析・鑑定の実施、鑑評会の開催、酒類醸造講習の実施等に取り組む。さらに、公設試験研究機関、民間等との外部連携を積極的に推進するとともに、酒類に関する分
かりやすい情報発信を行い、酒類に関するナショナルセンターとしての役割の強化に取り組む。

実施方法 交付

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 965 1,043 1,011

-

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

965 1,043 1,011 1,190

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) -

情報システムの整備に要する経費201百万円
電気料金高騰対応に要する経費31百万円

計（A) 969

- -

969

https://www.mof.go.jp/about_mof/mof_budget/review/2023/2023zaimu220011shiryo.pdf
































事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) - -

4

- -

- -

-

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

　 国有財産台帳の価格改定に当たって、そのうち時価倍率方式で行う土地、立木竹、地役権等については、前回の改定価格
（あるいは取得価格）にそれぞれの価格変動に即した時価倍率を乗じて算定し、国有財産台帳価格に適切に時価を反映させる
こととしている。
　その時価倍率の作成については、区分・種目ごとの膨大な地価情報等を全国レベルで調査・収集・整理・分析・検証し、その
客観性と妥当性を確保するとともに将来予測を適正に行う必要があるため、不動産の専門家に委託している。
　 委託調査の実施に当たっては、一般競争契約（総合評価）を実施し、質の確保と予算の効率的執行に努めている。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 4 4 4

予備費等（E) - - -

5 4 6

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E) 5 5 5 4 6

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 5 5

-

補正予算（B) - - -

- -

-

-

-

-

2023 財務 22

一般会計

　 国有財産台帳の台帳価格の改定に当たって採用する時価倍率については、土地等の区分・種目ごとの価格変動が適切に反
映されるよう、客観性と妥当性を持たせるとともに将来予測が適正に行われた上で定める必要がある。
　しかし、適正な価格変動の調査においては、将来予測を行う必要があること、また、地価公示等の土地指標ではすべての地
域をカバーしておらず、必要な区分の指標を作成するには、専門家による判断及び検証が必要となることから、時価倍率の作
成を職員が行うには専門性が高い。さらに、専門家においても調査には数か月かかることから、職員にとって負担が大きい。以
上のことから、職員が時価倍率を作成することは困難である。

令和6年度要求

0013

財務省

-

事業の目的
（5行程度以内）

　 国有財産は、分類及び種類に従いその台帳を備えなければならない（国有財産法第32条）とされており、各省各庁の長は、そ
の所管する国有財産につき、毎会計年度間における増減及び毎会計年度末現在における現在額の報告書を作成し、財務大臣
に送付しなければならず（国有財産法第33条）、内閣は、会計検査院の検査を経た国有財産増減及び現在額総計算書を、翌年
度開会の国会の常会に報告することとなっている（国有財産法第34条。なお、平成15年に参議院から早期提出の要請があった
ことを受け、それ以降、会計年度翌年の11月20日前後に提出している。）。そのために、毎年3月31日の現況において、財務大
臣の定めるところにより評価し、国有財産の台帳価格を改定しなければならない（国有財産法施行令第23条）としていることか
ら、適正な時価倍率を定め、適切な価格改定を実施するもの。

国有財産企画課
国有財産企画課長
坂口　和家男

会計区分

-

施策
政策目標３－３：庁舎及び宿舎を含む国有財産の適正な管理・処分及び有効
活用と情報提供の充実

平成22年度 事業終了
（予定）年度

担当部局庁 理財局 作成責任者

事業開始年度

政策 政策目標３：国の資産・負債の適正な管理

終了予定なし 担当課室

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mof.go.jp/about_mof/policy_evaluation/mof/fy2022/evaluation3/2022hyouka009.pdf
https://www.mof.go.jp/about_mof/policy_evaluation/mof/fy2023/analysis/2023bunnseki09.pdf

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国有財産法（第32条、第33条、第34条）
国有財産法施行令（第23条）

関係する
計画、通知等

事業名 国有財産台帳価格改定時価倍率調査

事業概要URL https://www.mof.go.jp/about_mof/mof_budget/review/2023/2023zaimu220013shiryo.pdf

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 4

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
80%

令和6年度要求

6

80%80%

資産債務管理費

執行率（％）
=(G)/(F) 80% 80% 80%

主な増減理由（・要望額・予備費）

調査に係る技術者単価の引き上げによる増。　

(目) 庁費

その他　

　

6

-



　

-

-

事業に関連する
ＫＰＩが定められ
ている閣議決定

等

名称

URL

該当箇所

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

  価格改定は毎年度行う業務であり、短期アウトカムが最終のアウトカムであるため。

7,1617,161 7,161

100％

-

-7,161

アウトカム設定について
の説明

100

　 法令に基づき、毎年度末毎に行う国有財産台帳の価格改定を適切に行うためには、調査委託の結果により定めた時価倍率
を、各省各庁（財務局等を含む。）に通知し、当該時価倍率に基づく価格改定を行わせる必要があるため。

単位 令和2年度

100

成果実績

年度5

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

　全国レベルで調査等を行う必要があ
ることから、不動産の専門家に調査委
託を行い、時価倍率を定める。

作成された時価倍率の
数

活動実績 件

当初見込み 件

令和4年度
6年度

活動見込

7,161
活動目標及び活動実績

①
（アウトプット）

活動指標

7,161

令和3年度

-

7,161

活動目標

7,161

5年度
活動見込

　国有財産台帳の台帳価格の改定に当たって採用する時価倍率については、土地等の区分・種目ごとの価格変動が適切に反映されるよ
う、客観性と妥当性を持たせるとともに、将来予測が適正に行われた上で定める必要がある。そのためには、全国レベルで調査・収集・整
理・分析・検証し、指標の客観性及び妥当性を確保する必要があることから、不動産の専門家に調査委託を行う。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

件数

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

29 30 30

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

　国有財産増減及び現在額総計算書の国会報告

30

-

　実施した調査委託により、時
価倍率を定め、各省各庁（財
務局等を含む。）へ通知する。

　 調査委託の結果により定めた
時価倍率を各省各庁（財務局等
を含む。）へ通知した件数の割合
（＝実際に通知した件数/通知を
予定していた件数） 達成度

29 30 30

目標値 件数



目標年度における効果測定に関する評価（令和6年度実施)

-
点検結果

  令和３年度においても、不動産の専門家に調査委託を行うことで、客
観性と妥当性を持つ時価倍率を定め、各省各庁（財務局等を含む。）に
おいて価格改定を適切に行い、国有財産増減及び現在額総計算書の
国会報告の早期提出に寄与することができた。
  国有財産台帳の台帳価格の改定に当たって採用する時価倍率につ
いては、適切に時価が反映されるよう客観性と妥当性を持たせるととも
に、将来予測を適正に行う必要があることから、引き続き不動産の専門
家に調査委託を行う。

　外部有識者の所見を踏まえ、設定した定量的なアウトカムにより引き続き本事業の効果を測る。
　また、事業者の競争性が適正に保たれるよう、適正な調達に引き続き努める。

外部有識者の所見

　本事業は、国有財産台帳の価格改定を行うに当たり必要な事業であり、事業者が算定した時価倍率の適正性については、担当部局による検証手続きにより担保されていることから、設定した定量的なアウトカムにより引き続き本事業の効果を測ること。
　また、事業者の競争性が適正に保たれるよう、適正な調達に引き続き努めること。

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

2021 財務

0015

0012

0014

過去に受けた指摘事項
と対応状況

令和2年度 財務省 0015

令和4年度 2022 財務 21

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 13

平成29年度 13

令和3年度

財務省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度

平成27年度

13

14

14

平成23年度

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

　引き続き、時価倍率の算出が合理的かつ効率的に行われるよう一般競争契約（総合評価）を実施し、時価倍率の適正性を検証の上、各省各庁（財務局等を含む。）へ通知するなど適切に対応する。
　また、執行に当たっては、引き続き適切に発注時期の設定を行う。

平成25年度 18

-

備考

現状通り

現状通り

16

平成30年度

平成26年度 17

-

   前年度の行政事業レビューを踏まえ、適切に発注時期の設定を行い、繁忙期である年末年始等の業者の負担を軽減するこ
とにより、競争性を高め、コストの削減に努めている。
　今後も、入札者の有する専門知識、技術及び創意工夫等によって、時価倍率の算出が合理的かつ効率的に行われるよう、一
般競争契約（総合評価）を実施し、調査の質の確保と予算の効率的な執行に努める。

-

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善



　

支出先上位１０者リスト

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般財団法人日本不動産研
究所

2010405009567
国有財産台帳価格改定時価
倍率調査

4
一般競争契約
（総合評価）

2

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

計

A. B.

費　目 使　途

4 計

4

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費ほか 国有財産台帳価格改定時価倍率調査

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

財務省

4百万円

〔事業の計画立案・管理〕

委託【一般競争契約（総合評価）】

Ａ．一般財団法人日本不動産研究所

4百万円

〔国有財産台帳価格改定時価倍率調査の実施〕
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事業番号 - - -

（ ）

▲ 147 -

8,129

庁舎等及び宿舎の建設について、整備事業の本格化等に伴い事業費に
増が生じている。

計（A) 8,275

翌年度へ繰越し（D) ▲ 427

現状・課題
（5行程度以内）

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

1,831 6,106 2,866 6,046

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 1,800 3,839 2,769

▲ 696

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

　本事業は、庁舎等を集約立体化・移転再配置する場合又は地震防災機能を発揮するために必要な庁舎等を整備する場合に、新施設の整備後不用となった旧施設跡地等の処分
収入で整備費を賄う、スクラップ・アンド・ビルドの考え方に基づく整備計画を策定し、国の庁舎等整備を実施する事業である。
　令和6年度整備計画策定予定を含めて16計画（令和6年度策定予定の計画（1件）、令和5年度実施中の計画（8件）、令和4年度までに実施した計画（7件））の実施に必要な経費を
計上している。

実施方法 直接実施、委託・請負

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

9,169

701 427 696

-

-

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 1,557 6,375 2,317 8,275

▲ 2,376

▲ 2,376

令和5年度第1次補正予算

9,169

予備費等（E) - - -

補正予算（B) - - -

147 -

施策
政策目標３－３：庁舎及び宿舎を含む国有財産の適正な管理・処分及び有効
活用と情報提供の充実

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mof.go.jp/about_mof/policy_evaluation/mof/fy2022/evaluation3/2022hyouka009.pdf
https://www.mof.go.jp/about_mof/policy_evaluation/mof/fy2023/analysis/2023bunnseki09.pdf

平成23年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

事業名 特定国有財産の整備（一般会計） 担当部局庁 理財局 作成責任者

事業開始年度 担当課室

政策 政策目標３：国の資産・負債の適正な管理

事業の目的
（5行程度以内）

　本事業は、国の庁舎等の整備を計画的に実施して、国有財産の適正かつ効率的な活用を図ることで、公共の利益の増進と公務の能率の向上に資することを目的とする（国の庁舎
等の使用調整等に関する特別措置法（以下「庁舎法」という。）第1条）。

国有財産調整課
国有財産調整課長
梅野　雄一朗

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国の庁舎等の使用調整等に関する特別措置法（昭和32年法律第115
号）第5条、第6条

2023 財務 22 0015

財務省

関係する
計画、通知等

特定国有財産整備計画

-

特定国有財産整備費

120%

執行率（％）
=(G)/(F)

98% 63% 97%

令和5年度当初予算

8,900

60%

令和6年度要求

事業概要URL -

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
116%

主な増減理由（・要望額・予備費）

その他

　

(目)

1 3

▲ 1

267

特定施設整備費

施設施工庁費 145

　

　

施設施工旅費

(目)

(目)

9,169

-

令和6年度要求

-

-

　令和3年6月に策定された「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」（第2期）によると、官庁施設（庁舎、宿舎等）については、築年数50年以上経過する施設の割合が、令和
元年度末の13％から20年後には45％まで増加する予定となっている。
　庁舎等の老朽化に対して、国土交通省による改修や各省各庁において修繕等を実施しているものの、費用対効果を考え、建替えが必要な場合に、官庁営繕費等の予算だけでは
不十分であるため、特定国有財産整備計画（以下、「整備計画」という。）の活用も図っていく必要がある。

https://www.mof.go.jp/about_mof/policy_evaluation/mof/fy2022/evaluation3/2022hyouka009.pdf
https://www.mof.go.jp/about_mof/policy_evaluation/mof/fy2023/analysis/2023bunnseki09.pdf
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A. APEC
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APEC





- - -

- -

47,840

2023

48,300

A) 47,840

D) -

5

(F)
= A)+ B)+ C)+ D)+ E) 51,440 47,020 47,090 47,840

2 3 4 5

(G) 51,440 47,020 47,090

-

5

JICA
13 1 2

JICA

:

49,900

- - -

-

C)

A) 46,610 47,020 47,090 47,840

-

49,900

E) - - -

B) 4,830 - -

- -

6-2

URL

5

35

6

5

JICA

( 5 )

2023 22 0047

-

100%

=(G)/(F) 100% 100% 100%

5

49,900

100%

6

URL

( )
5 6

=(G)/ (A)+(B)
100%

( )

49,900

6

ODA



-

-15,000 14,200

111.1

-

-

-

17,899

JICA

B

-

- -

- -

-1

-

-

5 6

14,388

-

-

URL -

/
-

2 3

B
B
A B

C D 116.6

-

4

14,000

- -

13,882

2 3 4

-

18,940

/
2022

90.9
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2 3 4
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-
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80
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